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まえがき

太陽コンサルタンツ株式会社は､社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会の補助金を得て

平成10年7月11日から平成10年7月30日までの20日間にわたり､ルーマニア国の港概システム

改善計画､及び､ポーランド国のコニン地区農業総合開発計画に係わるプロジェクトファイン

ディング調査を実施した｡

ルーマニア国では､共産主義時代の1960年代から1980年代にかけていくつもの大規模濯概

プロジェクトが実施されたが,革命後の社会経済情勢の変化に伴ういくつかの原因により濯概

施設の稼働率が低下している｡ひとつには､革命前の生産協同組合が解体し､多数の小規模

農家が生まれ､大規模土地所有を前提として建設された濯概施設が現状に適合しなくなって

いること､さらに､施設の老朽化に伴い漏水による損失が増大していること､などが稼働率低下

の原因である｡この非効率な港概システムの改善に向けた行動として,全港淑地区を対象とし

た総合調査が世銀により実施され､その調査結果に基づくプログラムの一環として､世銀のパ

イロット･プロジェクト､JICAのプロジェクト方式技術協力が現在実施されている｡本調査はその

内容を踏まえ､具体的なモデル地区を選定し､実施に向けた準備となるものである｡

ポーランド国では､コニン県の地域総合開発計画調査(M/P調査)が, 1997年7月から約1年

にわたりJICAによって実施された｡コニン県は基幹三産業(褐炭､電力､アルミ精錬)を中心に

産業が発達してきたが､近い将来の褐炭の枯渇が問題となるにつれて､基幹産業の経営改善､

新規産業の開発と育成､産業の多角化が求められるようになっている｡一方､農業は､過剰な

労働力をかかえ､近代化が遅れているため生産性が低く､さまざまな視角からの生産性向上

策､経営改善策が求められている｡このような状況の中で､各産業のバランスの取れた開発の

方向性を見出す意味でM/P調査が実施されたわけである｡本調査は､農業開発に関してM

/p調査で提案された開発フレームに基づき､優先して実施すべきプロジェクトを選定し､実

施に向けた準備とするものである｡

本調査にあたっては､ルーマニア国では､大使館の大内専門調査員､ JICAルーマニア事務

所の大久保所長､ JICAプロ技協専門家の安養寺氏をはじめ､専門家の方々､ポーランド国

では､大使館の松田書記官､ JICAポーランド事務所の石上所長に多大の支援を賜った｡ここ

に､これらの方々に深く謝意を表するとともに､本件計画が実施の方向に一日も早く進むこと

を期待するものである｡

平成10年8月

太陽コンサルタンツ株式会社

調査団員氏名:平田 四郎

阿部暁洋
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調査地域位置図 Ⅰ.ルーマニア国
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【現地写真】
I．ルーマニア庄I

ジュルジュ・ラスミレスチ地区、
主揚水機場遠景

ジュルジュ・ラスミレスチ地区．

再揚水機場、建物内部（5m鳩X14台）

ジュルジュ・ラスミレスチ地区、
加圧機場

ジョルジュ・ラスミレスチ地区、
再揚水機場および送水管路（φ2000mml

ジュルジュ・ラスミレスチ地区、

再揚水機場、吐出側水路

ジュルジュ・ラスミレスチ地区、

末端圃場の散水状況



皿．ポーランド国

コニン炭坑クレチェフ鉱区、
露天堀りの状況

ソンポルノ郡、農樹・花生産農乳
リンゴ園のドリップチュ一プの状況

クウオダヴァ郡、野菜・穀物生産農家、
野菜畑の散水の状況

シュヴィニッェゲアルツキェ群、
果樹．野菜．穀物生産農家、リンゴ園

ソンポルノ郡、果樹・花生産農家、

クウオダヴァ郡、野菜・穀物生産農家、
＿＿打合せ風景



Ⅰ.ルーマニア国澄渡システム改善計画



Ⅰ. ルーマニア国濯概システム改善計画

1.調査の経緯と背景

(1)ルーマニアにおける濯慨開発の概要

1)革命前の農地の状況

共産主義体制の下､ 1945年､農業改革法､ 1949年､第二次農業改革が実施されたこ

とにより､50haを超えるすべての農地が没収された｡その結果､従前の大地主制埠崩

壊し､没収された農地の配分が行われるとともに､農業生産協同組合の設立､及び､

国営農場と組合-の農地集積が開始された｡ 1960年代には農地の集積はほぼ完了

し､全農地の80%以上が､国営農場及び農業生産協同組合の所有となった｡ 1国営

農場､農業生産協同組合農場1組合の平均所有面積は､ 5,700ha､ 2,000baであり､形

を変えた大地主制が形成された｡

2)共産主義体制下での大規模濯概プロジェクト

1960年代から1980年代にかけて､約100地区の大規模濯概プロジェクトが実施されて

いる｡その受益面積は約300万haで､ 1地区の受益面積は数千ba-10万baの範囲で

ある｡プロジェクトの位置は図ト1.調査位置図に示す通りで､ 300万baのうち約200万

baは濯概の主水源であるドナウ川氾濫原に位置している｡ルーマニア全体の農用地

面積と港概実施面積との関係を表ト1.に示す｡濯概受益地の主要作物は､小麦､大

麦､とうもろこし､ひまわり,大豆､甜菜､アルファルファ､野菜､馬鈴薯等である｡

表Ⅰ-1..港概プロジェクト実施状況
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3)革命後の組合の解体と農地の再配分

1989年の革命後､土地に関する民営化の手段として､ 1991年､土地法(土地資源に

関する法律)が成立し､農業生産協同組合に集積されていた農地は元の所有者また

はその相続人に返還されることとなった｡農業生産協同組合は解体され､農用地面積

割合は表Ⅰ
-2.に示すように推移した｡

表Ⅰ-2. 農用地面積割合の推移

年度
タイプ

196819891995

国営 15.8%29.3%27.9%

農業生産協同組合 68.9%58.6%

民間 15.3%12.1%72.1%

土地法においては､土地返還の上限を1戸当り10baと定められたために､多数の分散

した小規模農家が生まれる結果となった｡ (1戸当り平均所有面積2.5ba)多くの農

家は自給するのが精いっぱいで､経済力､技術力の面で弱体であった｡

1998年に改正された新土地法では､ 1戸当り返還面積の上限が50血aに拡大され､ま

.た､旧土地法で禁止されていた農地の売買が合法化されることとなり,農地流動化の
推進が図られることとなった｡しかし､土地を売りたい農家は多いが､土地を買うため

の資金を持っている農家は少ない､という状況が生まれている｡

一方､表Ⅰ-2.に示すように､国営農場の民営化は進んでおらず､その点も1つの課

題である｡

4) 10ケ年開発計画

革命前に実施された大規模濯概プロジェクトに関して､社会体制の変化による影響が

様々な面で現われている｡すなわち､多額の投資に!-'H噂設された大規模港淑施設

が有効に利用されておらず､濯慨実施面積率が革命前の60%から現在は20%程度ま

で低下している｡その理由は次の通りである｡

①現在の社会経済条件､土地所有形態､営農形態が､計画時点の前提条件と異

なっている｡すなわち､大規模土地所有を前提として建設された濯概施設は,覗

在の小規模分散農地に適合していない｡

②施設の老朽化による水路や管路からの漏水､末端機材の不足がはなはだしい｡

特に､末端のパイプラインには石綿管が使われており,高水圧のため各所で破
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裂し､水が噴出している｡

以上のような問題点に対処し､澄渡施設の利用効率の向上､経済効果の向上をねら

いとして､ルーマニア政府は､ 1993年-1994年､世銀(world Bank)の資金協力により､

全港概地区を対象とした総合調査を実施し､ ｢10ケ年開発計画｣を策定した｡計画策

定に携わったのは､英国のコンサルタントBinnie& PartnersとHunting Technical

services､そして､ルーマニアの土地改良事業調査設計公社(ISPIF)の3社である｡

｢10ケ年開発計画｣の内容は表ト3.に示す通りである｡

表Ⅰ-3. 10ケ年開発計画の内容

対象地区 対象面積計画の備考

(ba)内容

45地区の全部または一部 1,361,000修復97地区のうち､特に重要な地区

ドナウ川氾濫原の一部 203,000維持高効率港概-の依存度が高い

その他の潅概地区 172,000修復必要性大と判断された場合に実施

5)日本の技術協力

以上のような背景から､1994年､ルーマニア政府は日本政府に対し､ 10ケ年開発計画

の一環として､濯概システム改善に関するプロジェクト方式技術協力の要請を行った｡

それを受けて､国際協力事業団(JICA)は､事前調査､実施協議調査を経て､ 1996年

3月にプロ技協をスタートさせ､安養寺団長以下が同国-派遣されている｡

プロ技協の目標は､圃場濯概､圃場水管理､配水施設の3つの分野における港慨効

率向上方法の研究と普及であり､実施期間は5年間とされた｡同プロジェクトの対象地

区は､優先度の高い地区として､ドナウ川氾濫原周辺の6地区が選定されている｡ (表

Ⅰ-4.参照)

表Ⅰ-4. 日本の技術協力において選定された濯慨事業地区

地区(濯概システム)名 施工期間 受益面積

(ha)

Giurgiu-Rasmiresti (Zone A+C)

01t-Calmatui

Pietroiu-Stefan Cel Mare

Galatui-Calarasi

Mostistea

Giurgiu-Rasmiresti (Pietrisa)

合 計

1974-1977

1971-ノ1974

1968-1971

1968-1972

1972-1975

1975-1977

104,490

46,760

55】035

83,660

81,000

36,300

407,245
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上記のプロ技協は現在までに実施体制の確立､現況調査､資料収集が一段落し､こ

れまでの活動状況の総括､課題の見直しを行う段階に入っている｡

一方､日本のプロ技協と同様､ 10ケ年開発計画の一環として,世銀の技術協力による

パイロットプロジェクトが1997年にスタートしている｡

(2)今回調査の趣旨

今回の調査は,表ト4に示した6地区のうち､モデルとして実施する地区を選定し､老朽

化した施設の更新､農家の組織化-の支援など､施設の利用効率向上のための具体的

な開発プロジェクト実施に向けた予備調査となるものである｡

2.調査地域の概況

(1)社会経済状況

共産主義体制の下では､中央集権､計画経済,国と協同組合にによる所有制度が極度

に進められていた｡生産活動は効率が悪く,部門間の調整が行われず,過度の集中的

な工業化が行われていた｡そのため､ 1989年初頭の経済は危機的状態に陥り､国民の

生活水準は最悪になっていた｡

革命後の政府は､インフレ圧力を抑制し､生産の低下と失業の増加を抑制するため､国

営企業の緩やかな改革と､段階的な価格の自由化という市場経済移行戦略を採用した｡

その政策のもと､民営化と外国投資を推進しようとしたが､多方面からの抵抗と混乱は免

れず､経済状態は悪化し､貿易赤字の増大､インフレの進行,通貨の価値の低下を防ぐ

ことはできなかった｡一方､ 1996年の新政権は､それまでの政権と異なり,急連な改革を

唱え､国営企業の再編と民営化､補助金の削減､価格の完全自由化及び通貨の安定化

を強力に推進しようとしているところである｡

表ト5.はルーマニア経済の概況を示すものである｡この表によると､農業の民営化は進

んでいるが､工業の民営化はあまり進んでいない｡また､各産業のGDPシェアは､ここ数

年比較的安定している｡インフレ率については､ 1990年代半ばにある程度低下したもの

の､再び上昇しており､何らかのインフレ対策が望まれている｡
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表ト5. ルーマニア経済の概況

注) ( )内数値は各産業の民営部門のシェアを示す｡ (1996年の数値)

(2)自然状況

1)地形

ルーマニアは､バルカン半島の北部に位置し､東側を黒海に接し､西部と南部の国境

線沿いをドナウ川が流れている｡中央部を弓状にカルパチア山脈が走っており､国土

の31%が山岳､ 36%が丘陵地と台地､ 33%が平野である.南部のルーマニア平野は主

要な穀倉地帯となっている｡図I ll.古=･Jレ-マニアの概略の地形区分を示す｡

図Ⅰ -1. ルーマニアの地形区分

2)気象

ルーマニアの気候は､中央ヨーロッパ特有の温暖な移動性大陸気候帯に属している｡
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冬季の平均気温は-3℃,夏季は22-24℃である｡全国的な年間の平均降水量は

637m皿であるが､地域的な差があり､山地(カルパチア山脈周辺)では1,000mmを超

え､ドナウ川流域のルーマニア平野では400mm-600mmである.各港概事業地区

の平均降水量は表Ⅰ
-6.に示す通り､地域により若干のばらつきが見られる｡

表ト6.
_

各港概事業地区の平均降水量

地区(澄渡システム)名 年間降水量作物生育期間(5-10月)
(mm)降水量(mm)

Giurgiu-Rasmiresti(ZoneA+C) 530-580330-350

01t-Calmatui 520～530200.-250

Pietroiu-StefanCelMare 420220

Galatui-Calarasi 500

Mostistea 510

Giurgiu-Rasmiresti(Pietrisa) 550

3)土壌

ルーマニア平野周辺の土壌は､肥沃なチェルノーゼム型の土壌､または､赤褐色森

林土壌が主体である｡各港概事業地区の土壌の特徴を､表ト7.に示す｡

表ト7. 各港淑事業地区の土壌の特徴

地区(港概システム)名 土壌の特徴

Giurgiu-Rasmiresti (Zone A+C)

01t-Calmatui

Pietroiu-Stefan Cel Mare

Galatui-Calarasi

Mostistea

Giurgiu-Rasmiresti (Pietrisa)

チェルノーゼムと赤褐色森林土壌が主体｡平坦地では
やや粗粒､傾斜地では細粒である｡河岸段丘の低位部

の基礎地盤は､砂と磯混じり砂で,その上をシルト質埴
土が覆っている｡河岸段丘の高位部の基礎地盤は､砂
擦混合層で､ 25-30mの湖沼堆積粘土層で覆われてい
る｡

南部の台地は､褐色チェルノーゼム､北部は､中粒のチ

ェルノーゼムである｡表層の堆積層は､褐色シルト質粘
土であり,その厚さは, 10m以下から20m程度まで､南部
ほど厚くなり､また､南部ほど崩落しやすい｡

第4紀の沈殿堆積土壌がみられ､その厚さは､ 20-40m

である｡土壌は,褐色炭酸チェルノーゼム､土性は､腐
食に富む砂質壌土である｡

基礎地盤を覆う土壌は､チェルノーゼム型の土壌であ
り,その厚さは,北部で30m､南部で10mである｡

チェルノーゼム型の土壌｡

Giurgiu-Rasmiresti (Zone A+C)と同様｡
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4)水資源

水源としては､主流河川であるドナウ川のほか､その支流である内陸河川､地下水が

利用されている｡巻頭の調査地域位置図に示した通り､ルーマニア平野と黒海沿岸､

ドナウデルタ周辺には､ドナウ川を水源とする潅概プロジェクト完了地区が分布して

おり､ドナウ川流域に隣接する地域､モルダヴィア平原,西部平原には､内陸河川､

地下水を水源とする濯概プロジェクト完了地区が分布しているc

(3)農業の現状

1991年に制定された土地法に基づき､農地の返還が実施され､農業生産協同組合は解

体された｡このときの返還農地の上限が1戸当り10haと設定され､多くの小規模農家が作

り出された｡ 1998年の改正土地法では返還農地の上限が50baに拡大され､また､農地の

売買が合法化されたことにより､農地の再配分,農地の流動化が図られることとなった｡し

かし､実際には､農地の買い手がおらず現在にいたっている｡

一方､多数の小規模農家から土地を借用し農地を集積し､大規模経営を行うアソシエイ

ション(association)という組織が多数形成されている｡これは農業生産性の向上と競争力

強化につながるため､ルーマニア政府もこれを奨励している｡

ルーマニアでは古くから､小麦､果樹,ぶどうなどが栽培され､牛､豚､羊､山羊なども飼

育されてきた｡また､養蜂､内陸漁業､狩猟も盛んであった｡共産主義体制の下で､農業

の集団化とともに､農作業の機械化､近代的な農業技術の導入､濯概事業の実施などに

より､農業生産は増加した｡ 1989年の革命後農地は細分化されたが､ 1996年が不作であ

ったことを除けば生産量はほぼ革命直前の生産量に回復傾向にある｡ (表Ⅰ
-8.参照)一

方､革命後の_家畜飼養頭数は革命前に比べて落ち込んでおり､これは国営養豚場と国

営養鶏場の経営が悪化していることが主な原因である｡ (表Ⅰ
-9.参照)
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表ト8. 主要作物の収量(万トン, ( )内は1988年のレベルに対する比率%)

作物の種類 1988 1992 1994 1995 1996

穀物

小麦･ライ麦

大麦･二条大麦

トウモロコシ

ヒマワリ

ビート

ポテト

野菜

果物

ぶどう

1,929 I,200(62) 1,813(94) 1,988(103) 1,410(73)

863 619 (72) 771 (89) 310(36)

320 213 (67) 182 (57) 110 (34)

718 550(77) 934(130) 992(138) 960(134)

71 76(107) 93 (131) 110(155)

4

3

4

1

1

87 180 (37) 276 (57) 265 (54) 280 (57)

62 262 (72) 268 (74) 320 (88)

10 257 (63) 287 (70) 260 (63)

1

0

5

つ】

98(65) 92(61) 160(106)

140(117)

表ト9. 家畜の飼養頭数(万頭､ ( )内は1989年のレベルに対する比率%)

家畜の種類 19891994199519961997

午 642359(56)350(55)343(53)368(57)

豚 1,435926(65)796(55)823(57)882(61)

辛.山羊 1,7291,228(71)1,109(64)1,032(60)1,313(76)

家禽 12,7567,653(60)8,052(63)7,848(62)

局 7075(107)

3.開発構想と調査計画

(1)基本構想

1960年代から1980年代にかけていくつもの大規模港概プロジェクトが実施されたが､現

在は施設の老朽化とともに､施設の稼働率(プロジェクト実施面積に対する濯概実施面

積率)が20%にも低下している｡稼働率低下の原因としては､次のようなものが考えられ

る｡

①多くの小規模農家はスプリンクラー､ガン等の末端濯概施設を持っておらず､また､

その維持管理のための水利費を支払うことができない｡

②施設の老朽化がはなはだしく､水路や管路からの漏水が多い｡

13



③ 20-30年前に建設された濯概施設は､国営農場や協同組合農場のような大規模な

土地所有形態に適合する形で建設されたものであり､現在の細分化された土地所

有のもとでは施設は本来の機能を発拝し得ない｡

一方､施設を利用する側において､効率的な水管理を行うための組織が整備されていな

い｡すなわち､

①土地改良公社(R〟p)は､土地改良事業で建設された施設の維持管理部門を担当

する組織であるが､スタッフと予算が不足しているために､効率的な施設管理､水管

理ができない｡国の予算が不十分であるとともに､濯概施設の稼働率が低いために

農家から十分な水利費を徴収できない｡

②農家サイドにおいては､多くのアソシエイション(association)が形成されているが､そ

れは多くの土地を集めて経営規模を拡大するためのものであり､多くの農家が協同

で末端の水管理を行うための組織は形成されていない｡

濯概システムの稼働率を向上させめためには､老朽化した施設を更新しなければならな

いのは無論であるが､それとともに､基幹施設から末端施設まで統一的に管理する体制

が整備される必要がある｡そのために農家サイドに要求されることは､ ①農家自身が農家

の責任で管理すること､ ②末端での計画的な水管理を行うこと､である｡そのため､農家

が水利用のための組織を形成し､協力して水管理を行うことが必要である｡また､行政サ

イドに要求されることは､農家の組織形成､及び､水管理の活動を指導､支援することで

ある｡農家と協同､分担して施設の維持管理と水管理を行うことが重要である｡

また､農業の近代化を図るためには､農家に対する支援サービス体制の充実が不可欠

であるが､それを受ける側が組織化されていなければ､効呆的な支援を受けられない｡

農家の組織化は､効果的な支援サービスにとっても重要である｡

以上により､プロジェクトは､ ①濯慨施設の更新､ ②水管理組織の形成､という2つの視点

から､濯概システム稼働率の向上を図るものである｡

(2)計画対象地区の選定

表ト4.に示した6ケ所の濯慨事業地区のうち､モデルとしてシステム改善を実施する地

区を選定する｡

6ケ所の濯概事業地区はいずれもドナウ川氾濫原に位置し､ドナウ川を水源としている｡

また､地形条件､気象条件､濯概システムの基本構成､施設規模､濯慨方式等において
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類似した特徴を持っているo基本的なシステム構成は､主揚水機場-開水路一再揚水

機場-開水路-加圧機場-パイプライン-末端圃場､となっており､その概念図を示す

と図ト2.のようになるoここで､主揚水機場はドナウ川から取水するもの､再揚水機場は

河岸段丘の段丘崖のところで再揚水するもの､加圧機場は1,000ha程度の支配面積を持

つ末端加圧機場である｡

図Ⅰ
-2. 標準的な潅概システム概念図

加圧機場 パイプライン

以上のように｣ 6ケ所の港概事業地区はどの地区も際立った特徴は見られず､優先順位

をつけるのは難しい｡そこで､首都ブカレストに近く､交通の利便性､マーケッティングに

おける優位性を考慮し､ジェルジュ･ラスミレスチ地区(A+Cゾーン)をモデル地区として

選定する｡同地区の概要図と施設概要を図Ⅰ
-3.､表I Ilo.に示すo

ジュルジュ･ラスミレスチ地区(A十Cゾーン)に次いで優先順位の高い地区として､ガラトウ

イ･カララシ地区を取り上げる｡その概要図と施設概要を図ト4.､表Ⅰ
-ll.に示す｡シス

テムの基本構成はジュルジュ･ラスミレスチ地区と同様である｡

1 ttl-



＼

支線開水路

表ト10. ジュルジュ･ラスミレスチ地区施設概要表
(A+Cゾーン)

_liも;



図ト4. ガラトウイ･カララシ地区概要図
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(3)プロジェクトの構成

1)末端濯慨システムの確立

現在の土地利用形態､営農形態に適合する末端濯概システムの形状､配置､濯概

方式､濯概のスケジューリング計画を確立する｡

2)施設の更新

老朽化や漏水の激しい基幹施設､末端施設の修復､更新を行う｡

3)運用管理体制の改善

農家自身により効率的な水管理を行うための農家組織を形成し､農家の活動を支援

するための行政組織の改善､強化を行う｡

(4)調査の内容

1)フィージビリテイ･スタディの実施

対象地区として選定されたジュルジュ･ラスミレスチ(Giurgiu-Rasmiresti)地区について､

事業実施のためのフィージビリテイ･スタディを実施する｡その内容は次の通りとする｡

① 基本計画策定

土地利用計画､作付け計画､末端濯概計画(濯慨諸元の確言臥濯親方式の選

定)などの基本事項について､現況を踏まえて策定する｡

②施設更新計画

現地調査により既存施設の機能調査を実施し､更新の有無を評価し､更新する

場合にはその施設の設計､積算､実施工程作成､事業評価を行う｡

③ 水管理組織計画

効率的な水管理を実施するための農家組織の形成､行政組織の改善に関する

提案を行う｡

2)専門家の構成

調査に参加する専門家は以下に示す要員を考える｡
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表Ⅰ-12. 専門家の構成

専門家 フェーズⅠ(夏季調査) フェーズⅡ(冬季調査)

現地調査Ⅰ国内作業Ⅰ 現地調査Ⅱ国内作業Ⅱ

総括 ○○ ○○

港概排水 ○○ ○○

気象水文 ○○ ○○

土壌/土地利用 ○○

農業/農家経営 ○○ ○○

流通 ○○ ○○

農家組織/行政組織 ○○ ○○

施設計画/積算 ○○ ○○

農業経済/事業評価 ○○ ○○

環境 ○○ ○○

3)調査のスケジュール

フィージビリテイ･スタディの調査工程(莱)は次の通りとする｡

図ト5. 調査スケジュール(秦)

項目
フェーズⅠ(夏季調査) フェーズⅡ(冬季調査)

11213141516 71819110111112113114115
事前準備作業 ロ

現地調査(Ⅰ) 防##先攻批明

国内作業(Ⅰ)

現地調査(Ⅱ)

[:::::::::=]

挽#9{++++++究明

l室室司国内作業(Ⅲ)

ドラフト説明 匡l

▲
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4.総合所見

(1)技術的可能性

各港概事業地区とも､ポンプ場､幹線水路などo)l基幹施設については､若干の補修は

必要としてもよく整備されている.キだ漏水による損失が大きく､末端器材の不足､小規

模農家の水利費支払能力の欠如などにより稼働率が低くなっている｡稼働率を高めるた

めには､活用できるものは活用することを前提とし､ポンプ､水路等老朽化した施設の補

修､更新を行うことが必要である｡それと同時に､組織､体制などソフト面の整備が重要

であると考えられる｡

末端の管路については､石綿管が使われており,各所で高水圧のために破裂し水が噴

出している｡濯概事業施工当時は石綿管しか手に入らなかったものと思われる｡これに

ついては､全面布設替えをすることを提言する｡全面布設替えをすることにより末端の条

件に合った管路の再配置が可能で､水を有利にかつ効率的に圃場に配水することが可

能となる｡

(2)社会経済的可能性

濯概施設を有効に利用するためには､農家側､行政側の組織の整備が必要である｡こ

のため､現状を十分に調査し､最もよい方法を相手側と協議し､この国に適合する組織

化の方法を樹立するものとする｡

(3)現地政府､住民の対応､期待する次の段階

土地改良公社(RAIF)のスタッフは施設の有効利用､公社組織の強化に対して意欲を持

っており､何らかの支援や助言が得られれば､濯慨システム改善プロジェクトが円滑に進

行する可能性がある｡

一方､農家の方は現実の濯慨システムの非効率性に対して多かれ少なかれ不満を持っ

ており､それが水管理組織形成-の動機づけとなる可能性がある｡また､多数のアソシエ

イション(association)が形成されており､それがさらに大きな共同体-発展する素地はで

きていると判断される｡

フィージビリテイ･スタディの結果､本計画の必要性が確認されれば､次の段階として有

償資金協力等により計画が実現されることを期待する｡
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Ⅱ.ポーランド国コニン地区農業総合開発計画



Ⅱ.ポーランド国コニン地区農業総合開発計画

1.調査の経緯と背景

(1)コニン県の地域総合開発計画調査(M/P調査)

1) M/P調査の背景

ポーランドにおける市場経済体制-の改革は1989年に始まった｡ 1989年の自由選挙

により､共産党一党支配体制に代わって｢連帯｣系の政権が誕生し､市場経済体制

へ移行することとなった｡当初は急速なマクロ経済運営による混乱も見られたが､その

後インフレ抑制策が実を結び､外国投資も拡大され､経済は安定してきているo

市場経済-の移行が順調になりつつあるポーランド国内の現在の政策課題は､
EUへ

の加盟である｡その中で､民営化の推進､各産業における生産性の向上､品質の向

上､競争力の向上､市場流通体制の整備､地域格差の是正､環境保全などは､緊急

に解決すべき課題となっている｡

コニン県はポーランド中央部に位置し,面積5,139km2､人口約48万人である｡コニン

県では､戦後県内で開発された褐炭産出､褐炭を利用する火力発電所､そして､そ

の電力を利用するアルミ精錬が基幹三産業として発達してきた｡その中で､これら主

力産業の前提となっている褐炭資源の枯渇が問題となっており､その一方で,凝済環

境の変化に伴い､環境保全対策､競争力強化のための既存の産業の経営改善､サ

ービス業､製造業を含む新規産業育成､産業の多角化が求められているo

一方､コニン県の農業については､県の農業就業人口が労働人口の約4割を占め､コ

ニン県は農業の比重が高い県と言える｡ただ､農家1戸当り所有農地規模は小さく､

生産性は低く､農産物流通も旧態依然としたものである｡農業生産の近代化を進める

とともに､農業における余剰労働者を他産業に向かわせるための施策が必要となって

いる｡

このような背景から､ポーランド政府はコニン県の多角的な産業振興をめざし､バラン

スの取れた地域間発振興のモデルとなるべく､コニン県の地域総合開発計画の策定

に関する協力を日本政府に要請してきたoこの要請に基づき｣ 199締､プロジェクト形

成調査､事前調査を経てS/Wの協議､署名を行い､ 1997年7月より約1年間にわたっ

て本格調査が実施された｡
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2) M/P調査の内容

h4/P調査の対象分野は､農業,鉱工業(褐炭産業､電力産業､アルミ産業､新規業

種､中小企業産業)､物流･流通･運輸､観光産業､そして､行政制度対象分野(土地

利用計画､地方自治制度､人材開発)であった｡ M/P調査は､上記各分野において､

資料収集､現状分析を行い､開発のポテンシャル､制約要因の把握､開発シナリオの

作成,そして､総合的なマスタープランの作成､緊急･優先プロジェクトの選定､優先

プロジェクトの概要書作成を行うものであった｡

このM/P調査の中で､農業に関しては以下のように要約される｡

現状分析により､農業に関する開発フレームワークは以下のように設定された｡

◎開発のポテンシャル ①農家経営の近代化に対して指導者となりうる農家が現

れている｡

②農業技術の改善により生産量を拡大できる可能性が

ある｡

③農家に対して技術的な指導や技術の普及を行う組織

がいくつかある｡

④コニン県は農産物や農産品の流通にとって交通の要

衝にある｡

◎開発の制約条件

◎開発のコンセプト

◎開発戦略

①多くの農家は小規模の農地で営農を行っている｡

②耕地の肥沃度が全国平均と比べて低い｡

③農業に関する制度､政策､組織が不安定で不適切で

ある｡

○コニン県農家の収益性の向上

①農産物の品質向上と生産性の拡大

②農家経営の近代化

③効率的な市場流通システムの整備

④農業生産の多様化

上記の開発戦略に対応する具体的なプロジェクトとして表Ⅱ
-1.に示す14のプロジェク

トが挙げられている｡このプロジェクトの中には､農業分野以外のプロジェクトで農業に

関係のあるものも含まれている｡表Ⅲ
-1に挙げたプロジェクトのうち､優先プロジェクト

として選定されたのはAG11､ AG-2､ AG-3､ AG-5､ AG-9､ KI-8､ KI-10､ DT-7の8プロ
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ジェクトである｡

表Ⅱ -1. 農業に関する開発戦略とプロジェクト

開発コンセプト: コニン県農家の収益性の向上

開発戦略 プロジェクト

①農産物の品質向上と
生産性の拡大

②農家経営の近代化

③効果的な市場流通シ

ステムの整備

④農業生産の多様化

AG-1農業技術の実験研究活動の強化

AG-2 Koscielecの農業学校の強化

AG13統一的な濯淑管理システムの整備

AG-4圃場排水システムの整備

AG_5グループセールス活動の推進

_.._ ~■■
AG_5グループセールス活動の推進

MP-4職業仲介センターの設立

AG_5グループセールス活動の推進

KI-8農産物の冷蔵倉庫の建設

DT-7果樹野菜の流通センターの建設

AG-6野菜果樹栽培促進計画の詳細研究

AG_7コニン･ハーブ･ガーデンの建設

AG-8有機農業の促進

AG-9アグロツーリズムの促進

AG-10炭坑跡地の実験圃場の建設

KI-10温室団地の建設

(2)今回調査の趣旨

今回の調査はM/P調査の後を受け､コニン県農業の現状を踏まえ､緊急に実施すべ

きプロジェクトを選定し､その対象地区､対象範囲を概定し､詳細F/S調査の準備とす

るものである｡

2.調査地域の概況

(1)社会経済状況

ポーランド及びコニン県におけるGDP等の経済指標数値を表Ⅱ -2及び表Ⅲ -3.に示す｡

これによると､ 1990年に開始されたポーランドの経済移行プログラムは､ GDPの成長率､

インフレの抑制にみるように､おおむね順調と言えるが､日本と比較するといずれも高い

数値を示しており､より一層の改善が望まれる｡
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表Ⅱ
-2. ポーランド経済の概況

午

項目

19901991199219931994199519961997

GDP成長率(%) -ll.6.-7.02.63.85.27.06.0*

失業率(%) 16.416.014.913.211.2*

インフレ率(%) 249.360.444.337.629.,527.819.815.6*

注) *印は推定値｡

表Ⅲ-3. セクター別就業人口と付加価値の構成比率(1995年のデータ)

セクター

コニン県lポーランド
-a-,,■l.,lH=

王就訟口〒付与諾値
農業 41.7 ll.6 27.1 7.5

鉱業､電力 8.2 21.8 4.2 9.1

製造業 13.6 19.8 20.7 23.4

建設業 4.3 5.6 5.5 6.5

私的サービス 19.4 23.5
i25.1

32.2

公共サービス

合計

12.8

u

17.7董17.4 21.3

i100.0100.0
H

100.0 100.0

また､コニン県の農業は､表Ⅱ-3.に示すように農業就業人口の比率が全国平均と比べて

高いことが特徴である｡

ポーランドの行改機構は､国レベル､県レベル､郡(グミナ)レベル､という三層構造にな

っている｡

国レベルの行政機構においては､地域計画問題は1996年まで中央計画庁が所管して

いたが､その解体に伴って新たに設立された政府戦略研究センターと経済省が中心とな

っている｡

県は中央政府の地方機関であり､県知事は首相指名により決定される｡従って､県独自

の政策,施策を計画実施することは限られている｡しかし､いくつかの県では､自主的に､

あるいは､国際援助機間の支援を受けて独自の開発計画を作成している｡

那(グミナ)は独自の予算を持つ行政単位である｡コニン県の各郡(グミナ)は空間計画法

(土地利用計画の策定方法について規定した法律)の規定に従って土地利用計画を作

成しているが､実施に当っての人員､資金は充分ではなく､郡(グミナ)間の相互調整も

なされていないのが現状である｡
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(2)自然状況

1)地形

コニン県は東西100km､南北50knの長方形に近い形状をしている｡その地形は氷河

堆積物が河川により浸食されて形成されたものであり､起伏はおおむねなだらかであ

る｡中央部を東西方向に流れるヴァルタ川とその支流であるネール川(その位置関係

は図Ⅲ
-2を参照)がコニン県を北部地域と南部地域に区分している｡北部地域はさら

に､湖沼や河川の多い北西部地域と､湖沼や河川の少ない北東部地域とに分けられ

る｡南部地域は南から北-流下する多数のヴァルタ川支流により構成されている｡

2)気象

コニン県の平均の年間降水量は約500mmで,ポーランドの中でも雨の少ない地域に

属する｡また､作物生育期間中の渇水や洪水が数年に1回程度発生しており､その

たびに農業生産量､生産額が多大な被害を受けている｡

夏季の平均気温(6月-8月)は16-18℃(最高気温は30℃前後,最低気温は5-

8℃)､冬季(12月-2月)の平均気温は0--2℃(最高気温は10℃前後､最低気温

は-10℃以下)である｡春先の気温が異常に低下して､作物が被害を受けることがあ

る｡コニン県の主な気象データを表Ⅲ
-4.に示す｡

表Ⅱ -4. コニン県の気象の概要

注)日最大降雨量は30年間の最大値､最高気温､最低気温､日最大蒸発量は30年間

の平均値､その他の数値も30年間の平均値｡
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3)土壌

コニン県周辺の土壌はポドゾル土壌が主体であり､強酸性(pHは4-6程度)であるた

め農業生産にとって劣悪な土壌である｡表Ⅱ
-5.に各地域の土壌の特徴を示す｡

表Ⅲ
-5. コニン県の各地域の土壌の特徴

4)水資源

水源としては､ヴァルタ川とその支流,及び,湖沼,貯水池､地下水が利用可能であ

る｡北西部地域は､湖沼が多く､水源が豊富であるが､北東部地域､南部地域は小

河川しかなく､表流水では水源の確保が困難であり､地下水の利用が考えられる｡

地下水の利用については､環境保護局の許可が必要で､政策上､上水道のための

水源確保が優先されている｡従って､濯概-の利用は限られており､慎重な検討が

必要である｡

炭坑からの流出地下水は､ポテンシャルの高い水源と考えてよい｡ただし､その流出

地下水をどのように集めて利用するか､また､水温､水質に問題はないか､ F/S調

査において十分に検討する必要がある｡

(3)農業の現状

コニン県の主要作物は､小麦､大麦､ライ麦､馬鈴薯､甜菜,キャベツ､カリフラワー､玉

ねぎ､にんじん､ビート､キュウリ､トマト､リンゴ､いちご等である｡また,豚､牛､鶏などの

畜産も盛んである｡

コニン県の農業は､次のような問題点を持っている｡

①肥沃度の低い土地が多い｡

26



②雨が少なく､濯概のためのインフラ整備が遅れている｡

③小規模農家が多いこと｡ 5ba以下の農家が55%を占める｡ポーランドの全国平均とほぼ

同等である｡

1989年の体制改革後､価格の自由化,補助金の削減､農産物の貿易自由化､国営農業

の民営化､などの政策がとられ､協同組合(cooperative)は崩壊した｡協同組合の崩壊IE]

体は､農家の歓迎するところであったが､反面､小規模農家が自身で販売先を見つけな

ければならなくなり､農家にとっては大きな負担となった｡グループ活動による販売活動の

促進が望まれる｡グループ活動の芽はいくつか現れており､果樹生産者グループや玉ね

ぎ生産者グループ､豚畜産農家グループはすでに活動を開始している｡ただし､その活

動は肥料の供給､県内の加工工場との契約などに限られている｡そのようなグループを

育成し､その活動領域を広範な販売活動､情報の収集と交換､技術の普及､生産資材の

供給などに拡充するとともに､他の農家に対する啓蒙を行うことが必要である｡

濯慨については､ポンプや井戸､パイプ,散水器などの施設を農家自身の手で設置して

いる例が多い｡しかしそれは少数の農家であって､大多数の農家は金銭的な余裕がなく､

天水による濯慨に頼っている｡濯概普及率はコニン県内で地域差があるものの､ 1%以下

-数%の程度である｡小規模農家に対する支援策が必要である｡

水源について､コニン県では小規模貯水計画(Small Retention Program)を作成している｡

最近しばしば水不足が起こっていたことを考慮し､将来にわたって水不足に対処するた

め､県内16ケ所の小規模貯水池を建設するほか､既存の貯水池の嵩上げ､河川取水の

ための堰の設置などを計画している｡しかし､計画はあるものの資金不足のため実施の見

込みが立っていないのが実状である｡

3.開発構想と調査計画

(1)基本構想

M/P調査において提案された農業関連プロジェクトのうち､重要なものをいくつか抽出

すると次のようになる｡

①濯慨開発

②排水施設整備

③グループセールス活動の促進
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④地下水利用に関するM/P調査

⑤温室団地の建設

⑥農産物の冷蔵倉庫の建設

このうち､⑤温室団地の建設は､発電所の余熱を利用するものであるが､廃熱の温度が

34℃と低く､搬送距離が長いという問題点を抱えている｡このプロジェクトは実現困難で

はないが､他のプロジェクトと比べてコニン県農業に与える影響は小さく､優先順位は低

いものと考える｡

コニン県の土壌条件､気象条件を克服し､農業生産性の向上と農産物の品質向上を図

るために最も重要と思われるプロジェクトは､ ①潅概開発､である｡コニン県において特

に潅概を必要とするのは,野菜､果樹の生産である｡小規模農家が多く､大多数の農家

は自身の手で濯淑施設を設置することができない｡また､農家の港概開発に対する要望

も大きく､緊急に実施することが望まれている｡

なお､潅淑開発においては､施設の建設というハード面と､組織,体制の整備というソフト

面との両面からのアプローチが必要である｡水源水量が限られているため､それを有効

に利用するためには水利用計画を策定し､それに基づいて計画的に使用することが大

切であるoまた､それぞれの港軟パイロット地区は広い範囲の農地を含むので､無秩序

な濯概ではなく､計画的な潅概が必要である｡そのため､受益農家が集まって､農家が

自身の責任で協力して効率的な水管理を行うための体制､組織形成が必要である｡

一方､マーケットに関しては､大部分の農家は独自に販売先を探して独自に販売活動を

行っている｡それが農家にとって負担であるし､グループ活動の優位性を認める農家も

多い｡また､少数の農家は貯蔵施設を持っているが､多くの小規模農家は持っていない｡

それはマーケットにおける農家間の格差を生む一因でもある｡マーケッティングはコニン

県農業の弱点の一つと言える｡

上で挙げたプロジェクトのうちマーケッティングに関係があるのは､ ③グループセールス

活動の促進､及び, ⑥農産物の冷蔵倉庫の建設､である｡マーケッティングに関しても､

濯概と同様､施設の建設というハード面と､組織､体制の整備というソフト面との両面から

のアプローチが必要である｡施設の建設に関しては､冷蔵倉庫だけに限る必要はない｡

集出荷施設､加工施設､あるいは､流通センターのようなものを考えるのも-法である｡よ

り広域的な観点から問題を把握し､プロジェクトを形成する｡

以上より､濯概とマーケッティングを組み合わせたプロジェクトとする｡港淑施設のみを建

設しても市場が整備されていなければ全く効果が上がらないことを考慮すれば､この組

み合わせは理にかなったものである｡
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上で挙げた他のプロジェクト､②排水施設整備, ④地下水利用に関するM/P調査､は

潅概開発に付随するものとして取り上げることが可能である｡

(2)計画対象地区の選定

濯概開発を全県で実施することはできないので､優先的に実施するパイロット濯概地区

を選定する｡

パイロット濯概地区の選定に当っては､次の点に留意した｡

①水源の確保が容易かどうか｡

②農家が農業生産に対し意欲を持っているかどうか｡また､漕艇に対して関心を持

っているかどうか｡

③周辺のマーケット-のアクセスが有利かどうか｡

以上の点を考慮して､表Ⅱ
-6.に示す地区を選定した｡パイロット潅淑地区の位置を図Ⅲ

-

1.に示す｡

表Ⅲ
-6. 選定されたパイロット港概地区の概要
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図Ⅲ
-1. パイロット准敵地区位置図



(3)プロジェクトの構成

1)土地利用､営農の基本計画

選定されたパイロット潅概地区について､土地利用､農業生産の基本計画を策定す

る｡

2)濯概施設の整備

貯水池､河川水､地下水を水源として濯概施設を計画､整備する｡

3)農産物の集出荷貯蔵施設の整備

効率的な市場流通を実現するため､集出荷貯蔵施設､加工施設､流通センター等を

計画､整備する｡

4)支援サービス体制の整備

農家に対して､農業技術や農業生産資材に関する支援､市場流通促進に関する支

援を行うための支援サービス体制を整備する｡

5)関連する組織の整備

市場流通に関する農家組織､水利用に関する農家組織を形成する｡

(4)調査の内容

1)フィージビリテイ･スタディの実施

選定されたパイロット潅概地区について､潅蔽及び市場整備に関する事業実施のた

めのフィージビリテイ･スタディを実施する｡その内容は次の通りとする｡

(丑基本計画策定

土地利用計画､作付け計画､営農計画,末端濯概計画(潅淑受益地の特定､

濯概諸元の決定､潅淑方式の選定)などの基本事項について､現況を踏まえて

決定する｡

②施設計画

農産物の集出荷貯蔵施設､加工施設､流通センター､及び､濯淑施設の設計､
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積算､実施工程作成､事業評価を行う｡

③組織改善計画

市場流通促進を行うための農家組織の形成､
､効率的な水管理を実施するた

めの農家組織の形成､行政側のサポート体制改善に関する提案を行う｡

2)専門家の構成

調査に参加する専門家は､以下に示す要員を考える｡

表Ⅲ-7 専門家の構成

専門家 フェーズⅠ(夏季調査) フェーズⅡ(冬季調査)

現地調査Ⅰ国内作業Ⅰ 現地調査Ⅱ国内作業Ⅱ

総括- ○○ ○○

i--?妻ar ○○ ○○

気象水文 ○○ ○○

○○

土壌/土地利用 ○○

農業/農家経営 ○○

流通 ○○ ○○

農家組織/行政組織 ○○ ○○

施設計画/積算 ○○ ○○

農業経済/事業評価 ○○ ○○

環境 ○○ ○○
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3)調査のスケジュール

フィージビリテイ･スタディの調査工程(秦)は次の通りとする｡

図Ⅱ -2. 調査スケジュール(秦)

項目
フェーズⅠ(夏季調査) フェーズⅢ(冬季調査)

11213141516 71819110111112113114115
事前準備作業 口

縦ゴ現祝枚方ゴ攻調

【室室室室室】

現地調査(Ⅰ) F+i+++++++先攻#+++1

国内作業(Ⅰ)

現地調査(Ⅲ)

国内作業(Ⅱ)

⊂=::==コ

ドラフト説明 匡l

最終報告書提出 ▲

4.総合所見

(1)技術的可能性

濯概プロジェクトで重要なのは水源の確保であるが､選定されたパイロット濯概地区の場

合､地下水利用が中心となる｡環境-の影響､地下水利用の規制上の制約も含め､地

下水の利用可能量の把握が中心課題となる｡

(2)社会経済的可能性

マーケットのための農家組織の形成､水管理のための農家組織の形成が､プロジェクト

成否の鍵であるので､どのような組織をどのような手順で形成するか､という点が重要で

ある｡

(3)現地政府､住民の対応､期待する次の段階

ポーランド政府､コニン県の関係者の意欲は大きく､特に､コニン県知事以下スタッフは､

調査だけに終わらせるのではなく､是非実施までこぎつけたいと考えており､また､農家

もプロジェクトに関心を示し､好意的であった｡

なお､実施に向けての問題点を挙げれば以下の通りである｡
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一つは､ポーランドの行政区分が1998年10月に変更となり､コニン県がなくなることが確

定していることである｡コニン県はより大きな県に組み込まれ､新しい知事が任命されるこ

とになっている｡要請はコニン県が出すとしても､実施主体がどうなるか､援助の手続きが

どうなるか､現時点では不透明である｡

もう一つの問題は対EUの問題である｡開発調査(F/S調査)を日本の技術協力で実施

して､プロジェクト実施の段階の資金協力はEUに求める方向となっている｡プロジェクト

がEUに受け入れられるためには､コニン県のポーランド全体の開発政策における位置

づけを明確にしなければならない｡ EUに対する説得材料が必要である｡ポーランド政府

内でEU資金の利用に関するプログラムを作成中､とのことであるので､その中から解決

の糸口を見出すことが期待される｡
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1.調査日程

(1)調査団員

平田四郎:総括/濯概排水太陽コンサルタンツ(樵)常務取締役(海外事業担当)

阿部暁洋:地域開発 太陽コンサルタンツ(秩)技術本部主幹

(2)調査日程

日順 月日 曜日 行程､調査内容

1 7/ll 土 移動(東京-フランクフルト)

2 7/12 日 移動(フランクフルト-ブカレスト)

3 7/13 月 土地改良公社打合せ､JⅠCA〟OCV事務所表敬､日本国大使館表敬

4 7/14 火 現地調査(カララシ)

5 7/15 水 現地調査(ジュルジユ)

6 7/16 木 土地改良公社打合せ､港概排水技術研究所訪問.視察､

農家訪問.打合せ(ジェルジユ)

7 7/17 金 資料整理

8 7/18 土 移動(ブカレスト-ワルシャワ)

9 7/19 日 資料整理

10 7/20 月 農業食糧経済省打合せ､政府戦略研究センター打合せ

ll 7/21 火 移動(車､ワルシャワ-コニン)､コニン県知事事務所打合せ

12 7/22 水 現地調査(ボントウヌフ発電所､コニン炭坑､ソンポルノ､グルイエツク)

13 7/23 木 コニン県知事事務所打合せ､ODR(農業普及センター)打合せ､

現地調査､農家訪問.打合せ(クウオダブア,シュゲイニッユダアルツキエ)

14 7/24 金 コニン県知事事務所打合せ､資料整理､

平田移動(車､コニン-ワルシャワ)

15 7/25 土 資料整理､平田移動(ワルシャワ-フランクフルト一束京)

16 7/26 日 資料整理､平田帰国

17 7/27 月 コニン県知事事務所打合せ､阿部移動(車､コニン-ワルシャワ)

18 7/28 火 日本国大使館報告､JⅠCA〃OCV事務所報告､

阿部移動(ワルシャワ-フランクフルト)

19 7/29 水 阿部移動(フランクフルト一束京)

20 7/30 木 阿部帰国
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2.面会者リスト

Ⅰ.ルーマニア国

日時 場所 面会者

7/13 土地改良公社(RAⅠF) (JⅠCA専門家)安養寺チームリ-5'-

7/13 JⅠCAルーマニア事務所 (JⅠCA)大久保所長

(JⅠCA専門家)安養寺チームリーダー

森下調整員

7/13 在ルーマニア日本国大使館 (大使館)西村公使

大内専門調査員

(JICA専門家)安養寺チームリ-タ◆-

森下調整員

7/14 がラトウイ.カララシ潅蔽システム(RAⅠFカララシ支所)コラ所長

チウペルカ副所長

(JⅠCA専門家)安養寺チ-ムリーダ-

青山技師

(カウンターハ○1､)グルカ氏

7/15 ゾユルゾユ.ラスミレスチ濯概システム(RAⅠFゾユルソユ支所)イヨアノヴイツチ所長

(A+C) (JⅠCA専門家)合屋技師

(カウンターハ○-ト)ハンガヌ氏

7/16 土地改良公社(RAⅠF) (土地改良公社)アポストル総裁

コンドルツ副総裁
アドリアナ局長

(JⅠCA専門家)安養寺チームリー5'-

森下調整員

金森技師

合屋技師
青山技師

7/16 漕艇排水技術研究所 (ⅠcⅠTⅠD)ニコレスク主任研究員

(ⅠcⅠTⅠD) タナセスク研究員
(JⅠCA専門家)金森技師

7/16 ジェルジュの農家 (ジュルジュのassociation)ドゥミトルゾエネラルマネーゾヤ

(JⅠCA専門家)金森技師

ⅠⅠ.ポーランド国
日時 場所 面会者

7/18 松田書記官宅 (大使館)松田書記官

7/20 農業食糧経済省 (農業省)パラドフスキ農業地域政策局次長

リテレフスキ環境水利技術課長

オドロビニスキ対外協力局次長

ミシニスキ地域プロジェクト課長
(農業支援プログラム基金)

ハ○ンキエディツチノデイツカ対外協力局主席専門官
7/20 政府戦略研究センター (政府戦略研究センター)ポトリコフスキ地域空間政策局長

7/21 コニン県知事事務所 (コニン県)マテツキ経済転換振興局長

ソボンニ経済転換振興局渉外担当官
7/21 コニン県知事事務所 (コニン県)タム知事

マテツキ経済転換振興局長
ソボンニ経済転換振興局渉外担当官
ヴアシヤツク農業農村開発局長

クヴアピフODR(農業普及センター)所長
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日時 場所 面会者

7/22 コニン県知事事務所

-各現場

(コニン県)マテツキ経済転換振興局長

ピラ経済転換振興局副局長
ヴアシヤツク農業農村開発局長

コノヴァウエク農業農村開発局員
プラウザ土地改良水管理局副所長

(農家)コソウスキ氏..ツンポルノ郡､野菜花井生産

7/23 コニン県知事事務所 (コニン県)ヴアシヤツク農業農村開発局長

プラウザ土地改良水管理局副所長

7/23 ODR(農業普及センター)

-各現場

(コニン県)ヴアシヤツク農業農村開発局長

クヴアピフODR(農業普及センター)所長

ルイ氏(豚畜産農家グループ関係者)

シコルスキ氏(ODRクウオダヴア地区担当)
(農家)カチヨロフスキ氏-クウオダヴア郡､野菜生産

アントキエヴイツチ氏-//､野菜穀物生産

ハイト◆ウク氏,チユブリニスキ氏

-シュゲイニッエゲアルツキエ郡,果樹野菜生産
ハイドゥク氏-//､果樹野菜穀物生産

7/24 コニン県知事事務所 (コニン県)ヴアシヤツク農業農村開発局長

コノヴァクエク農業農村開発局員
7/27 コニン県知事事務所 (コニン県)タム知事

マテツキ経済転換振興局長
ヴアシヤツク農業農村開発局長

ブラウザ土地改良水管理局副所長

7/28 在ポーランド日本国大使館 (大使館)松田書記官

7/28 JⅠCAポーランド事務所 (JⅠCA)石上所長

(大使館)松田書記官
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3.収集資料リスト

Ⅰ.ルーマニア国

香
■コ

7ヲ

発行所または
出所､発行年

著者､

編集者等

使用
貴重:丘
仁:コロロ

タイトル

1 Meroniaflub-

1ishingBouse

Bucharest,

1997

Editedby

H.C.Matei

英語 "RomaniaDirectory1997''

2 Parliamentof Parliamentof ル語､ "RomanianLegislationVolume23-I-awontheland

Romania Romania 仏語､ resources,hwonthecadastreandonrea1-estate

Bucuresti,

1996

英語 publicity"

3 Parliamentof

Romania

BucuーeSti,

1997

Parliamentof

Romania

ル語､

仏語､

英語

"RomanianLegislationVc-1ume28-WaterI.aw"

4 JⅠCA/JOCVル

-マニア事務
所

1998

JⅠCA〃OCVル

-マニア事務
所

日本語 ｢入国.通関事情及び短期専門家の手引き｣

5 Romanian Reportedby 英語 "Changesregisteredintheperiodoftransitionof
BusinessJouト DanEnache Romania'seconomy-RomanianBusinessJourna1,

na1

1998

July4-10,1998"

6 JⅠCA濯概シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢ルーマニア農業の概要｣

7 JⅠCA濯概シス

テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダ-

日本語 ｢ルーマニア濯概システム改善計画の概要｣

8 WorldBank

1998

Gabrie1Ⅰonita

Programme

Coordinator

英語 "WaterusersassociationsinRomania"

9 ⅥbrldBank WorldBank 英語 "Romania-IrrigationRehabilitationPilotProject,

1997
TermsofReferenceforPreparation"

10 Binnie&Part- Governmentof 英語 "IrrigationandDrainageinRomania-TenYear

nerS

Hunting¶㍑h-

nicalServices

ⅠSPⅠF*

1995

Romania

Mitlistryof

Agriculture

andFoodⅠート

dustry

DevelopmentProgramme"

ll JICA濯概シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダ-

日本語 ｢濯概排水10ケ年計画｣

12 Ministryof

Agriculture

Ministryof

Agriculture

英語 "IrrigationSystemGiurgiu-Rasmiresti(ZoneA+C)"
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香

号

発行所または

出所､発行年

著者､

編集者等

使用
貴重丘
ロF7lコ

タイトル

andFoodⅠn-

dustry

andFoodⅠロー

dustry

13 Ministryof

Agriculture

andFoodⅠn-

dustry

Ministryof

Agriculture

andFoodln-

dustry

英語 "Ⅰ汀igationSystemOlt-Calmatui"

14 Ministryof

Agriculture

andFoodⅠロー

dustry

Ministryof

Agriculture

andFoodⅠn-

dustry

英語 "IrrigationSystemPietroiu-StefanCelMare"

15 Ministryof

Agriculture

andFoodⅠn-

dustry

Ministryof

Agriculture

ar)dFoodln-

dustry

英語 "ⅠrrigationSystemGalatui-Calarasi"

16 Ministryof

Agriculture

andFoodln-

dustry

Ministryof

Agriculture

andFoodⅠn-

dustry

英語 "Hydro-tecbnicalSystemMostistea"

17 Ministryof

Agriculture

andFoodⅠn-

dustry

Ministryof

Agriculture

arldFoodⅠn-

dustry

英語 "ⅠrrigationSystemGiurgiu-Rasmiresti(Pietrisa)''

18 JⅠCA濯概シス

テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリ-ダー

日本語 ｢港敵地区の概要｣

19 JⅠCA濯概シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢Giurgiu-Rasmiresti(ZoneA+C)濯淑地区｣

20 JⅠCA漕艇シス

テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢olt-Calmatui濯概地区｣

21 JⅠCA濯淑シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢pietroiu-StefanCelMare濯概地区｣

22 JⅠCA濯概シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢Garatui-Calarasi潅概地区｣

23 JⅠCA濯淑シス

テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリーダー

日本語 ｢Mostistea水源事業｣

24 JⅠCA港淑シス
テム改善計画

1998

安養寺久男

JⅠCA専門家チ

-ムリ-ダー

日本語 ｢Giurgiu-Rasmiresti(Pietrisa)港概地区｣

25 RAⅠF**Ca-

1arasiBrancb

C.Gheorgbe

Director

ル語 "Hydro-ame】iorationsystemGalatui-Calarasi"

26 Romanian Romanian 日本語 "Backstotheland:TheagrlCultureoftomorrow,

Econc-mic Economic InterviewwithMr.ValentinAposto1,GeneralDirec-

Observer Observer toroftheRAⅠF**-RomanianEconomicObserver,

3･9



香

早

発行所または

出所､発行年

著者､

編集者等

使用
号妻1
一=コPlコ

タイトル

1996 October25-31,1996''

27 Romanian Romanian 英語 "hwno.54/2March,1998onthelegalcirculation

BusinessJour- BusinessJouト oflaーlds-RomanianBusinessJouma1,Marcb28-

nal

1998

na1 Apri13,1998"

28 JⅠCA漕艇シス
テム改善計画

1998

JⅠCA潅概シス
テム改善計画

英語 "hwonthelandresourcesNo.18/1991''

29 JⅠCA濯概シス

テム改善計画

1996

JⅠCA港概シス

テム改善計画

英語 "I_awoflandreclamation"

30 JⅠCA港概シス JⅠCA港淑シス 英語 "DecisionregardingestablishmentofAutonomous

テム改善計画

1994

テム改善計画 RegieofⅠ』□dReclamation''

31 JⅠCA潅概シス JICA潜概シス 英語 "DecisionformodificationofDecisionoftheGov-

テム改善計画 テム改善計画 ernmentno.686/1994regardingestablishmentof

1996
AutonomousRegieofⅠ』ndReclamation"

32 JⅠCA港概シス JⅠCA港概シス 英語 "Decisionregardingtheorganizationandfunctionlng

テム改善計画

1997

テム改善計画 oftheMinistryofAgricultureandFoodⅠndustry"

33 JⅠCA濯蔽シス
テム改善計画

JⅠCA港概シス
テム改善計画

英語 "AcademyofagrlCulturalandfbrestsciences''

34 ⅠCⅠTⅠD*** ⅠCⅠTⅠD*** 英語 "ResearchandEngineerlnglnstituteforlrrigation

andDrainage"

35 JⅠCA澄渡シス JⅠCA濯概シス 日本語 "ResearchandEngineerlnglnstituteforlrrigation
テム改善計画 テム改善計画 aⅠーdDrainage"

36 ⅠCⅠTⅠD*** N.Constantin ル語 "Lecalizedirrigationtechnologybasedonapunched

1992 -pipewateringsystem(model:ⅠUTP-1)

37 ⅠCⅠTⅠD***

1993

I.Biolan

andothers

英語 "HydraulicdTiveofⅠArF-typeⅠnstallations''

38 農業土木学会 金森秀行 日本語 ｢ルーマニアの畑地港概の現状と問題点-農業土

1997 安養寺久男
木学会誌65巻6号｣

39 農業土木学会 H.Anyoji 英語 "ProjectReport:IrrigationSystemReadjustment

1996 H.Kanamori

K.Kato

ProjectinRomania-RuralandEnvironmentalEn-
glneeringNo.31,1996"

*ISPIF; Institute for Studies and Iiand Reclamation Projects (土地改良事業調査設計公社)

**RAIF; Autonomous Regie for Land Reclamation (土地改良公社)

***ICITID; Research and Engineering Institute for Irrigation and Drainage (港概排水技術研究所)
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ⅠⅠ.ポーランド国

香
Fコ

77

発行所または

出所､発行年

著者､

編集者等

使用
吾妻左
I:コロロ

タイトル及び主な内容

40 在ポーランド

日本国大使館

在ポーランド

日本国大使館

日本語 ポーランドの農業に関する解説書のコピー

41 在ポーランド

日本国大使館

1998

オストロフスキ

教授

農業食糧研究

所

日本語 ｢ポーランドの農業インフラ整備について｣

42 在ポーランド 在ポーランド 日本語 ｢農業農村整備事業について-'96.6.6農業省イ

日本国大使館

1996

日本国大使館 ンフラ整備局wasik局長の談話-｣

43 在ポーランド

日本国大使館

在ポーランド

日本国大使館

日本語 ポーランドの環境問題に関する解説書のコピー

44 在ポーランド

日本国大使館

釜津委員

在ポーランド

日本国大使館

日本語 ｢ポーランドの農業｣

45 在ポーランド

日本国大使館

1997

政務班

在ポーランド

日本国大使館

日本語 ｢ワルシャワの記念碑､銅像案内｣

46 在ポーランド

日本国大使館

1998

経済班 日本語 ｢ポーランド経済動向98年1-3月｣

47 在ポーランド

日本国大使館

1997

在ポーランド

日本国大使館

日本語 ｢対ポーランド経済.技術協力状況｣

48 Foundationof ⅠnternatioⅠーa1 英語 "TuroslPrivateFarmerDairyDevelopmerltProject
AssistaーlCe

Programs for

agriculture,

Warsaw-Po-

land

Ministryof

Agriculture,

NatureProtec-

tionandFisb-

Cries,Hague-

Nether一ands

1995

DairyConsu1-

tantsB.V.

Netherlands

PbaseⅠⅠ-FinalReport''
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1. ProjectProfile

(1) ProjectTitle

lrrigation System ReadJ'ustmentinGiurgiu-Rasmiresti (Zone A+C)･

(2) I･ocation

Giurgiu-Rasmiresti (Zone A+C) district is located in the south-eastern part of

Romania, on the leftbank of the Danube river. ( see Figure I )

(3) Implementing Agency

i) Name oftheAgency

IAnd Reclamation Department, Ministry of Agriculture and Food Industry

Research and Engineering Institute for Irrigation and Drainage (ICITID)

Autonomous Regie for hnd Reclamation (RAlF)

ii) Number of the Staffs of the Agency

iii)Budget Allocated to the Agency

iv) Organization Chart

(4) Justi丘cation oftbe Prqject

i) Present conditions ofag工iculture

- After the revolution in 1989, the establishment of property right for the

plots of farm land has brought forth many small-scale farms with less

than 3ha farm land.

- Many associations, managing large-scale farming by renting and gather-

1ng many land plots from many farms, have been formed･
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- The output share of agriculturalsector in Romanian GDP accounts for

around 20%, while around 35% of the working population in Romania

are engaglng ln agrlCulture.

ii) National and local agricultural development policy

- The private Property right of land is established, and the private land is

lega11y circul?ted according to the "law on the land resources." The law

aims at the promotion of privatization and circulation of land.

- Farms are encouraged to promote the formation of associations in order

to materialize the large-scale competitive farm management･

iii)Problems to be solved on agriculture

From 1960's to 1980's, around 100 projectsof
large-scale irrigation devel-

opment were implemented in the whole country. It has been many years

since those projectswere completed,
-and

the current socioeconomic con-

ditions are different from two or three decades ago; therefore, the large-

scale irrigation systems have the丘)1lowlng Problems:

-The
irrigation facilities are not used efficiently, and only 20% of the

whole pro)'ect areas are irrigated by the installed facilities. The reasons

are:

+ Many small farms cannot afford sufficient watering facilities,and

cannot pay the water fees.

+ The facilities are too old, and much water is leaking from canals and

pipes.

+ Irrigation systems which had arranged in large-scale farm land do not

matcb the area divided into maI-y plots. The systems requlre the re-

adjustment.

- The institutions are not established for effective water management.

+ The RAlF, which is responsible for maintaining facilities, does not

have sufficient staffs and budgets.
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◆ Many associations have been formed toward the large-scale farming,

but they don't think of cooperating ln Water uSe･ Water user's asso-

ciations have not been established.

Besides problems on irrigation systems, agrlCultureinRomania has the

followlng Problems:

- Many small farms cannot afford necessary machines, and do not have

enough money to rent machines･ Mechanization bf farms might be prlOr

to installation of irrigation facilities･

- Many farms have an antipathy against cooperatives) and do not have an

incentive to make associations･ They should have a flexible way of

tbinking･

iv) Outline oftbe project

Asa pilot area for irrigation system readjustment,the
Giurgiu-Rasmiresti

(zone A+C) system canbe selected among 6 JICA-project-type-technical-

cooperation areas･ To solve the above mentioned problems
in the selected

system, the followlng activities would be planned:

- Establishment of on-farm irrigation methodsand water management

systems which materialize the effective water utilization･

- Rehabilitation of irrigation facilities from mainpumps to on-farm facili-

ties.

- Establishment or strengthening of related administrative and farms'in-

stitutions.

Ⅴ) Pu叩OSe Oftbe project

Materialization of effective water utilization) productivity and qualitylm-

provement by irrigation, and stabilization of individual farms'manage-

ment.

vi) Goal oftbe project

Stabilization of agIICultural production and market around the district, and
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integrated development of rural areas.

vii)Prospective
bene丘ciaries

Producersand consumers of field crops cultivated around the district.

viii)Priority of the project
in the national development program

lncreaslng the efficiency of water utilization by large scale irrigation sys-

tems is glVen the prlOrity fb∫ the fbllowlng reasons:

- Farm land is privatized, but irrigation systems are not privatized. Current

irrigatioⅢsystems should be improved so as to adapt to the current con-

ditions of land property and farmlng practices.

- Current irrigation systems are not wellfunctionlng; the water losses from

canals and pipes are great, and large-scale pumps are wasting a large

amount of supplied power.

(5) Desirable Schedule for the Commencement of the Project

The study is conducted in 2000, and the projectstarts
in 2001.

(6) Expected Funding Source andAssistance

- National budget of Romania

- OECF (Overseas Economic Cooperation Fund, Japan)loan

- EUloan

- World Bank loan

(7) Other Relevant Project

- Ten Year Development Program with the assistance of the World Bank

(formulatedin 1995)

- Irrigation System Readjustment Prqject,the prqect type technical coopera-

tion by JICA (Japan lnteⅢational Cooperation Agency) (startedin 1996)

- Irrigation Rehabilitation Pilot Projectwith the assistance of the World Bank

(startedin 1997)
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Figure I Location of the Giurgiu･Rasmiresti (Zone A+C) System
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2･ Terms of Reference of the Proposed Study

(1) Necessity Justification of the Study

The proJ-ect type teclmical cooperation, which is entitled ulrrigation System

ReadJ'ustment project,"is being conducted by JICA ( Japan Intemational Co-

operation Agency )from 1996.

In this technical cooperation, the basic concepts fわr the system readjustment
will be proposed and adapted to the fields･ However, the study does notinclude

the detailed plans of facilities'rehabilitation and the economical evaluation of

the pro)'ect･ Also? the study does not select an area which is glVen the priority

for the system readjustment.Therefore, the feasibility study (F/S)of the project
in a selected pilot area will be required･

(2) Necessity Justification of the Japanese Teclmical Cooperation

- The
projecttype teclmical cooperation is being conducted by JICAfrom

1996.

- Irrigation is one of the strongest fields of Japan･ Japan has many Important

achievements in the teclmical cooperation on irrigation
projects.

(3) Ob)'ectives of the Study

As is described in the pro)'ect profile, the ma)or problems in irrigation systems

are:

-Lew efficiency of the existing large-scale irrigation systems

- I-Jack of an effectiveinstitutional system for effective water management

Tberefbre, the study aims at proposlng the new i汀igation and water manage-

ment systems and planning the facilities appropriate to the proposed scheme in

tbe selected pilot area.

(4) Area to be Covered by the Study

Giurgiu-Rasmiresti (Zone A+C) district,as pilot area for the irrigation system

readjustment.
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(5) Scope of the Study

The study consists of home office preparation work, field work for data co11ec-

tions and surveys, and home office work for data analyses, understanding the

present teclmical, socioeconomic and environmental situations of the study

area and the basic development concepts･

Foreign experts and their working schedule necessary fわr the study are shown

in the fbllowlng table.

Experts FieldWorkHomeWorkTota1

TeamLeader

ⅠrrigationandDrainage

MeteorologyandHydrology

SoilandLandUse

AgricultureandFarmManagement

Marketing

ⅠnstitutionalStudy

StructurePlaⅡnlngandCostEstimate

AgronomyandEconomicEvaluation

EnvironmentalAssessment

Total

(6) Study Schedule

The study is conducted for a yearin2000･

(7) Expected Major Outputs of the Study

The study outputs include the plans and analyses on the following Issues:

- Plans for land use and farming Practices

- Evaluation of water availability and requlrement

- Plans for irrigation system improvement

- Plans for marketing system improvement

- Recommendation of institutional system improvement

_ plans for the rehabilitation of facilities

- Implementation plan
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- Cost estimation

- Environmental conservation and monitoring plans

-

Projectevaluation

(8) Request oftbe Study to Other Donor Agencies

Notbing.

(9) Other Relevant lnfb-atioⅢ

Nothing.

3. Facilities and Information for the Study Team

(1) Assignment of counterpart persormel of the implementing agency for the

study

(2) Available data, information, documents,and maps related to the study

- Ten Year Development Programwith the assistance of the World Bank (for-

mulated in 1995)

(3) Information on the security conditionsinthe study area

- The study area is safe.

- Several hospitals are available in Bucharest and other local cities.

4. Global lssues

(1) Environmental Components

I Natural environment around the irrigation facilities

(2)Anticipated Environmental Impacts
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- The irrigation facilities give an impact on the landscape･

- The irrigation facilities give an impact on the fauna and dora around the fa-

cilities.

- Soil erosion occurs.

5. Undertakings oftbe Government of Romania

ln order to facilitate smooth and efficient conduct of the study, the Government of

Romania shall take necessary measures:

(1) To secure the safety of the Study Team･

(2) Tb permit the Study ¶∋am members to enter and leave Romania, and to travel

inRomania in connection with their assignment in Romania) and exempt them

from alien registrationrequirement.

(3) To exempt the Study Team &oin taxes, duties and any other charges on

equlpme叫macbinery and other materials brought into and out of Romania

for the conduct of the study.

(4) To exempt the Study Teamfromincome taxand charges of any kindincon-

nection with the payment of allowances to the Study Team members for their

seⅣices tbrougb the study･

(5) To provide the Study Team with necessary facilities for the remittance and

utilization offundsintroduced for the studyinRomaniafrom Japan･

(6) To secure entry into private properties of restricted areas during the study･

(7) To secure permission for the Study Team to take any kind of necessary data,

documents and materials related to the study out of.Romania to Japan･

(8) To provide medical services as needed, the expenses ofwhichwill be charge-

able to the Study Team.
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6･ The Government of Romania shall bear claims, if any arises against the Japanese

Study Team member(s) resultingfrom, occurring in the course of, or otherwise

connected with the discharge of their duties in the implementation of the study, ex-

cept when such claims arise from gross negligence or willful misconduct on the

part of the member of the study team.

7. The implementing agency shall act as counterpart agency to the Japanese Study

Team and also as coordinating body, in relation with other govemmental and non-

governmental organizations concemed for the smooth implementation of the study･

The Govem血ent
of Romania assured that the matters referred in this formwill be

ensured for smooth conduct of the development study by the Japanese Study Team.

Signed:

Titled :

On behalf of the Govemment of

Romania

Date:
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1. PrqjectPro丘1e

(1) ProjectTitle

lrrigation System Readjustment in Galatui-Calarasi･

(2) I.ocation

Galatui-Calarasi district is located in the south-easte皿part Of Romania, on the

left bank oftbe Danube river. ( see Figure I )

(3) Implementing Agency

i) Name oftbe Agency

hnd Reclamation Department, Ministry of Agriculture and Food Industry

Researcb and Engineering lnstitute for Irrigation and Drainage (ICITID)

Autonomous Regie for hnd Reclamation (RAIF)

ii) Number of the Staffs of the Agency

iii)BudgetAllocated to the Agency

iv) Organization Chart

(4) Justification of the Project

i) Present conditions of agriculture

- After the revolution in 1989, the establishment of property right for the

plots of farm land has brought forth many small-scale
farms with less

tban S上a farm land.

- Many associations, managlng large-scale farmlng by renting and gather-

1ng many land plots from many farms, have been formed･
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- The output share of agricultural sector in Romanian GDP accounts for

around 20%, while around 35% of the working population in Romania

are engaglng ln agriculture.

ii) National and local agricultural development policy

- The private property right of land is established, and the private land is

legally circulated according to the ㍍law on the land resources･けTbe law

aims at the promotion of privatization and circulation of land.

- Fans are encouraged to promote the fわrmation of associations in order

to materialize the large-scale competitive farm management･

iii)Problems to be solved on agriculture

From 1960's to 1980's,around 100 projectsof
large-scale irrigation devel-

opment were implemented in the whole country･ It has been many years

since those prqjectswere completed, and the current socioeconomic con-

ditions are different from two or three decades ago; therefore, the large-

scale irrigation systems have the followlng Problems:

- The irrigation facilities are not used efficiently, and only 20% of the

wbole projectareas are irrigated by the installed facilities･ The reasons

are:

+ Many small farms cannot afford sufficient watering facilities, and

cannot pay the water fees.

+ The facilitiesare too old, and much water is leaking from canals and

pipes.

◆ Irrigation systems wbicb had a汀anged in large-scale farm land do not

matcb the area divided into many plots･ The systems requlre the re-

adjustment.

- The institutions are not established for effective water management1

+ The RAIF, which is responsible for maintaining facilities, does not

have sufficient staffs and budgets･
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◆ Many associations have been fb-ed toward the large-scale farmlng,

but they don't think of cooperating ln Water uSe･ Water user's asso-

ciations have not been established.

Besides problems on irrigation systems, agrlCulture in Romania has the

followlng Problems:

- Many small farms cannot afford necessary machines, and do not have

enough money to rent machines･.Mechanization of farms might be prlOr

to installation of irrigation facilities･

- Many farms have an antipathy against cooperatives, and do not have an

incentive to make associations･ They should have aflexible way of

tbinking.

iv) Outline of the prqject

Asa pilot area for irrigation system readjustment,
the Galatui-Calarasi

system can be selected among 6 JICA-project-type-technical-cooperation

areas. To solve the above mentioned problems
in the selected system, the

followlng activities would
be planned:

- Establishment of on-farmirrigation methods and water management

systems which materialize the effective water utilization･

- Rehabilitation of irrigation facilities from main pumps to on-farm facili-

ties.

- Establishment or strengthening of related administrative and farms'in-

stitutions.

v) ･Purpose
of the project

Materialization of effective water utilization, productivity and quality lm-

provement by irrigation, and stabilization of individual farms'manage-

ment.

vi)
Goal oftbe project

stabilization of ag工1Cultural production and market around the district, and
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integrated development of rural areas･

vii)Prospective beneficiaries

Producers and consumers of field crops cultivated around the district.

viii)Priority of the project
in the national development program

lncreaslng the efficiency of water utilization by large scale irrigation sys-

tems is given the priority for the following reasons:

- Fan land is prlVatized, but irrlgation systems are not privatized. Current

irrigation systems should be improved so as to adapt to the current con-

ditions of land property and famlng praCtices･

- Current irrigation systems are not well functionlng; the water lossesfrom

canals and pipes are great, and large-scale pumps are wasting a large

amount of supplied power.

(5) Desirable Schedule for the Commencement of the Project

The study is conducted in 2000, and the projectstarts in 2001.

(6) Expected Fun°ing Source and Assistance

- National budget of Romania

- OECF (Overseas Economic Cooperation Fund, Japan) loan

T EUloan

- World Bank loan

(7) Other Relevant Prqject

- ¶∋n Year Development Program with the assistance of the Ⅵbrld Bank

(formulatedin 1995)

- Irrigation System Readjustment Prqject,the prqjecttype technical coopera-

tion by JICA (Japan International Cooperation Agency) (startedin 1996)

- Irrigation Rehabilitation Pilot Prqjectwith the assistance of the World Bank

(startedin 1997)
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Figure I Location of the Galatui･Calarasi System
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2. Terms of Reference of the Proposed Study

(1) Necessity Justification of the Study

The projecttype technical cooperation, which is entitled "Irrigation System

Readjustment Project,"is being conducted by JICA ( Japan International Co-

operation Agency )from 1996.

In this technical cooperation, the basic concepts for the system readjustment

will be proposed and adapted to the fields. However, the study does not include

tbe detailed plans of facilities'rebabilitation and the economical evaluation of

the project.Also,the study does not select an area which is glVen the priority

for the system readjustment.Therefore, the feasibility study (F/S)of the pro3'ect

in a selected pilot area will be required.

(2) Necessity Justification of the Japanese Technical Cooperation

- The
project type technical cooperation is being conducted by JICA from

1996.

- Irrigation is one of the strongest丘elds of Japan. Japan has many Important

achievements in the technical cooperation on irrigation
projects･

(3) Ob)'ectives of the Study

As is described in the projectprofile, the ma)or problems in irrlgation systems

are:

-Lew efficiency of the existing large-scale irrigation systems

- I.ack of an effective institutional system for effective water management

Therefore, the study aims at proposing the new irrigation and water manage-

ment systems and plannlng the facilities appropriate to the proposed scheme in

tbe selected pilot area.

(4) Area to be Covered by the Study

Galatui-Calarasi district, as pilot area for the i汀1gation system readjustment･
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(5) Scopeoftbe Study

,The
study consists of home office preparation work, field work for data collec-

tions and surveys, and home office work for data analyses, understanding the

present technical, socioeconomic and environmental situations of the study

area and the basic development coIICeptS･

Forelgn experts and their working schedule necessary for the study are shown

in the fbllowlng table.

EXperts FieldWorkHomeWorkTota1

TeamLeader

ⅠrrigationandDrainage

MeteorologyandHydrology

SoilandLandUse

AgricultureandFarmManagement

Marketing

ⅠnstitutionalStudy

StructurePlannlngandCostEstimate

AgronomyandEconomicEValuation

EnVironmentalAssessment

Tbtal

(6) Study Schedule

The study is conducted for a year in 2000･

(7) Expected Major Outputs of the Study

The study outputs include the plans and analyses on the followlng ISSUES:

- Plans for land use alld farmlng practices

- Evaluation of water availability and requlrement

- Plans for irrigation system improvement

- Plans fわrmarketing system improvement

- Recommendation of institutional system improvement

- plans for the rehabilitation of facilities

- Implementation plan
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ーCost estimation

- Environmental conseⅣation and monitoring plans

- Projectevaluation

(8) Request of the Study to Other Donor Agencies

No thing.

(9) Other Relevant lnfbmation

Notbing.

3. Facilities and lnfb-ation fわrthe Study ¶∋am

(1) Assignment of counterpart personnel of the implementing agency for the

study

(2) Available data, infわrmation, documents, and maps related to the study

- Ten Year Development Program with the assistance of the World Bank (for-

mulated in 1995)

(3) Infbrmation on the security conditions in the study area

- The study area is safe.

- Several hospitals are available in Bucharest alld other local cities.

4. Global lssues

(1) Environmental Components

- Natural environment around the irrlgation facilities

(2) Anticipated Environmental lmpacts
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ーTbe
i汀igation facilities glVe an impact on the landscape･

- The irrigation facilities glVe an impact on the fauna and flora around the fa-

cilities.

- Soil erosion occurs.

5. Undertakings of the Govemment of Romania

ln order to facilitate smooth and efficient conduct of the study, the Government of

Romania shall take necessary measures:

(1) To securethe safety of the Study Team･

(2) To permit the Study Team members to enter and leave Romania, and to travel

in Romania in connection with their asslgⅢment in Romania, and exempt tbe皿

from alien registration requlrement･

(3) To exempt the Study Team from taxes, duties and any other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out of Romania

fTorthe conduct of the study.

(4) To exempt the Study Team from income tax and charges of any kind in con-

nection with the payment of allowances to the Study Team members for their

seⅣices through the study･

(5) To provide the Study Team with necessary facilities for the remittance and

utilization of funds introduced for the study in Romania from Japan･

(6) To secure entry into private properties of restricted areas during the study･

(7) To secure permission for the Study Team to take any kind of necessary data,

documents and materials related tothe study out of Romania to Japan･

(8) To provide medical services as needed, the expenses of which will be charge-

able to the Study Team.
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6･ The Government of Romania shall bear claims, if any arises against the Japanese

Study Team member(s) resulting from, occurring in the course of, or otherwise

connected with the discharge of their duties in the implementation of the study, ex-

cept when such claims arise from gross negligence or willful misconduct on the

part of the member of the study team.

7･ The implementing agency shall act as-counterpart agency to the Japanese Study

Team and also as coordinating body, in relation with other governmental and non-

governmental organizations concerned for the smooth implementation of the study.

The Government of Romania assured that the matters referred in this form will be

ensured for smooth conduct of the development study by the Japanese Study Team.

Signed:

Titled:

On behalf of the Govemment of

Romania

Date :
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1.一ProjectProfile

(1) ProjectTitle

Development of Pilot Irrigationwith Effective Marketing Systems in Konin

District.

(2) Location

Konin district is located in the central part of Poland) on a main routerurmlng

east andwest. (seeFigureI)

(3) Implementing Agency

i) Name oftbeAgency

O圧ice of the Konin Govemor

ii) Number of the Staffs of the Agency

iii)Budget Allocated to the Agency

iv) Organization Chart

(4) Justi丘cation oftbe Project

i) Present conditions ofagriculture and marketing

- vegetable and hit production is unstable because of the poor soil quality,

1ess amount of precipitation, and less developed water resources･

_ 55% of farms in the district have farm land of less than 5 ha. Small land

size per farm prevents the productivity lmprOVement･

- Atrend of organizing farms is shown in a small part of the district, but it

is not seen in the whole area.
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- Many farms have much trouble in selling products at fair prlCeS because

of the lack of well functionlng marketing system･

ii) National and local development policy for agriculture and marketing

1 70% of the national budget for agriculture is allocated for private･farms'

pensionfund; therefore, public services and investments don't have suf-

ficient fhancial resources.

- Taking the future accession to the EU into consideration, the basic strate-

gy in the national agricultural policy Includes the modernization of pro-

duction and market, theintegrated development of rural areas, and the

structural improvement of agrlCultural sectoエ

ーTbe province plays a limited role in reglOnal development because the

province is a representative of the central government･ The local self-

governments of gminas have prepared the orlglnal spatial plans; howeverl

the plans are not coordinated among gminas･

iii)Problems to be solved on agriculture and marketing

Current status of agriculture in Konin is not favorableinthe advancing

free competitive economy･ It is necessary to strengthen the constitution of

agriculture so that manyindividual farms can survive･

Marketing promotion isindispensable to vegetable and fruit production･

AIso, the market requlreS the quality improvement and the competitiveness

of products･ The quality of products should be upgraded tb工Ougb t~be fbl-

lowlng measures:

- Modemized cultivation technology

- IntroductioⅢ of modem selecting and packing tec士mology

- Installation of cold storage houses

On the other hand, the establishment of irrigation systems is a basic and

essential measure for agricultural development, especially for the promo-

tion of vegetable and fruit production･ This is because irrigation is one of

the most significant factors which basically restrict the vegetable and fruit
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productivityinthe study area･ Development of irrigation systems helps the

improvement of productivity and quality of products, and the stabilization

of vegetation.

iv) Outline oftbe project

To solve the above mentioned proble甲S, the following activities should be

planned:

- Establishment of land use and agr]'cultural production plans considering

environmental conservation.

- Development of irrigation facilitieswith existing and planned reservoirs)

rivers aI-d groundwater intakes as water resources･

- Construction of post-harvest and agro-processing facilities for collecting,

selectlng, packing, processlng and storing･

- Establishment of support services for transfer and extension of improved

teclmology, agricultural supplies for production,and transportation and

marketing promotion of agricultural products･

- OrganlZlng COnCerned institutions

v)
Pu叩OSe Oftbe project

Productivity and quality
improvement by i汀igation in丘･uit and vegetable

production, stabilization of individual farms'management, effective sup-

port for farms'sales activities, and establishment of new effective mar-

keting systems where farms can sell their products at fair and stable prlCeS･

vi)
Goal oftbe project

Stabilization of agricultural production and market around the district〉and

integrated development of mral areas･

vii)Prospective beneficiaries

Vegetable and打uit producers and consumers･

viii)Priority of the project
in the national development program
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Improvement of productivity and quality of products by irrigation, and im-

provement of a marketing system in Konin's agriculture are given the prl-

orityfor the following reasons:

- Approximately 40% (higherthan other regionsinPoland) of the working

population is engaglng ln agrictllture; it's one of the reasons why the pre-

sent produdivity is low, and why the restnlCturing of agriculture is con-

sidered to be necessary.

- Area of good quality soil which is favorable forintensive farmlng is lim-

ited.

- Koninis one of the reg10nS Which have the smallest amount of rainfallin

Poland, and water resources are not well developed.

(5) Desirable Schedule for the Commencement of the Project

The study is conducted in 1999, and the projectstarts in 2000.

(6) Expected Funding SourceandAssistance

- National budget ofPoland

- World Bank fund

- EUfund

(7) Other Relevant Project

- Small retention program for the target year 2015 in Konin province
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2. Terms of Reference of the Proposed Study

(1) Necessity Justification of the Study

The master plan (M/P) study was conducted by JICA ( Japan International Co-

operation Agency )from 1,997 to 1,998･

In the M/P study, the priority projectsincluding
i汀igation development are de-

scribed in detail. However, the study does not include the detailed plans of fa-

cilities and the economical evaluation of the pro)'ects･ Therefore, the feasibility

study (F/S)of the projectswill
be required･

(2) Necessity Justification of the Japanese Technical Cooperation

- The master plan study was conducted by JICAfrom 1997 to 1998･

- Irrigation is one of the strongest fields of Japan. Japan has many Important

achievementsinthe technical cooperation on irrigation
pro5ects･

(3) Objectivesof the Study

Asis described in the projectprofile, the ma)or problemsinKonin's agricul-

tureare:

- hck of wellfunctionlng marketing systems

- IACk of an effective irrigation management system

Therefore, the studyaims at proposing the new irrigation and marketing sys-

tems and plannlng the facilities appropriate to the proposed scheme in Konin's

agriculture ･

(4) Area to be Covered by the Study

Several priority areas selected from the viewpoint of water resource, soil and

market conditions, out of the pilot areas for higation in the master plan study･

(5) Scopeoftbe Study
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The study consists of home office preparation work, field work for data collec-

tions and surveys, and home office work for data analyses, understanding the

present teclmical, socio-economical and environmental situations of the study

area and the basic development concepts･

Foreign experts and their working schedule necessary for the study are shown

in the following table.

EXperts FieldWorkHomeWorkTota1

TeamLeader

MeteorologyandWaterDevelopment

GroundwaterDevelopment

IrrigationandDrainage

SoilandLandUse

AgricultureandFarmManagement

Com皿erCializationandMarketing

StructurePla-1ngandCostEstimate

AgronomyandEconomicEvaluation

EnvironmentalAssessment

Tわtal

(6) Study Schedule

The study is conducted for a year in 1999･

(7) Expected Major Outputs of the Study

The study outputs include the plans and analyses on the following Issues:

- Selection of vegetable and fmit production promotion zones

- plans for land use and farmlng Practices

- Plans for irrigation and drainage

- Plans for post-harvest and agro-processing facilities

- Plans fわragricultural support seⅣic?s
I Recommendation of farms'organization

- Ⅰ皿plementation plan

- Cost estimation
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- Environmental conservation and monitoring plans

- Evaluation of potential competitiveness of major products

- Projectevaluation

(8) Request of the Study to Other Donor Agencies

Notbing.

(9) Other Relevant Information

Nothing.

3. Facilities and lnformation fわrthe Study ¶∋am

(1)Assignment of counterpart personnel of the implementing agency for the

study

(2) Available data, information, documents, and maps related to the study

- Master plan study by JICA, 1998 ( Final report fわrthe study on regional de-

velopment of Konin province in the Republic of Poland )

- Small retention program for the target year 2015 in Konin province

- Topographical maps ( 1/50,000, 1/25,000, 1/10,000 )

(3) Infbrmation on the security conditions in the study area

- The study area is safe.

- Several hospitals are available in Konin clty and other local towns.

4. Global lssues

(1) Environmental Components
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- Availability of g工Oundwater

- Natural environment around the irrigated areas

- Down stream water use

(2)Anticipated Environmental Impacts

I The groundwater table is lowered･

- The groundwater around the salt mines is salinized･

- The utilization ofgroundwater gives an impact on the drinking water use･

5･ Undertakings of the Govemment of Poland

ln order to facilitate smooth and efficient conduct of the study, the Government of

Poland shall take necessary measures:

(1) To secure the safety of the StudyTeam･

(2) To permit the Study Team members to enter and leave Poland, and to travel in

Poland in connectionwith their assignment in Poland, and exempt them from

alien registration requlrement.

(3) To exempt the Study Team from taxes, duties and any other charges on

equlPment) machinery and other materials broughtinto and out of Poland for

tbe conduct of the study.

(4) To exempt the Study Teamfromincome tax and charges of any kindincon-

nection with the payment of allowances to the Study Team members for their

seⅣices tbrougb the study.

(5) To provide the Study Teamwith necessary facilities for the remittance and

utilization offunds introduced for the study in Poland丘.om Japan･

(6) To secure entryinto private properties of restricted areas during the study･

(7) To secure permission for the Study Team to take any kind of necessary data,
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documents and materials related to the study out of Poland to Japan･

(8) To provide medical services as needed, the expenses of whichwill be charge-

able to the Study Team.

The Govemment of Poland shall bear claims, if any arises against the Japanese

Study Team
member(s) resulting from, occurring in the course of, or otherwise

connected with the discharge of their duties in the implementation of the study, ex-

cept when such claims arise from gross negligence or willful misconduct on the

part of the member of the study team･

7･ The implementing agency shall act as counterpart agency to the Japanese Study

Team and also as coordinating body, in relationwith other governmental and non-

governmental organizations concemed for the smooth implementation of the study･

The Government of Poland assured that the matters referred in this formwill be en_

sured for smooth conduct of the development study by the Japanese Study Team･

Signed:

′ntled :

On behalf of the Govemment of

Poland
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